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第２章  生物多様性とその利用、影響を与える要因の変遷と現状 

１．生物多様性に影響を与える要因の変遷と現状 

我々は、長い歴史の中で生物多様性の様々な恩恵を利用しながら生活してきたが、

明治時代以降、特に戦後の経済的な発展に伴い、生物多様性とそれを取り巻く環境は

著しく変化した。この項では、生物多様性を退化・単調化していると考えられる間接

的・直接的な要因について、整理を行った。 

 

（１）社会状況の変化 

１）市域の変遷 
明治 22 年（1889 年）4月、市制

施行した当時の市域面積は約

5.09k ㎡であったが、福岡県の県

庁所在地として発展し、周辺町村

の合併により市域を拡大した。 

1975（昭和 50）年 3月に早良郡

早良町を合併し、ほぼ現在の市域

の形がつくられた。 
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資料：福岡市統計書

出典：福岡市住宅都市局資料 
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２）人口・世帯数の変化 
福岡市の人口は、戦後の高度経

済成長期に急速に拡大し、1975

（昭和 50）年には 100 万人を突

破している。1945（昭和 20）年

から 1975（昭和 50）年の 30 年間

で約 2.6 倍に増加している。この

間、世帯数は 3.8 倍に増加してい

る。 

1975（昭和 50）年から 2005（平

成 17）年の 30 年間で約 1.4 倍に

増加している。この間、世帯数は

1.9 倍に増加している。 

その後も増加しつづけ、2008

（平成 20）年には、人口 140 万

人を突破した。 

年齢階層別人口構成比をみる

と、全国的な傾向と同様に少子高

齢化の傾向が確認できる。ただし、

福岡市は、全国と比較して老年人

口（65 歳以上）比率が低く、生

産年齢人口（15～64 歳）比率が

高い傾向にある。 

2008（平成 20）年現在は、年

少人口 14.0%、生産年齢人口

69.2%、老年人口 16.8%である。 

また、市外からの通勤や通学に

よる流入人口が流出人口を上回

る流入超過が続いており、人口の

伸びと合わせて流入人口も増加

している。2005（平成 17）年現

在、福岡市の昼夜間人口比率は、

113.4％となっている。 
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資料：福岡市統計書

資料：福岡市統計書、ふくおかデータウェブ（福岡県）、日本の統計（統計局）

■ 

■ 

注 ：1955年は就業者のみ。 

資料：ふくおかの統計（月報）平成 19年度（2007年度）、

国勢調査（総理府統計局） 

■ 
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３）産業の変化 
古くから商業都市として発展

してきた福岡市の産業の中心は、

第三次産業である。 

1960 年代の高度経済成長期に

入って、第三次産業への傾斜が進

み、第三次産業の従事者数割合が

増加し、事業所数も急激に増加し

たのである。現在は、第三次産業

の中でも特に、商業、サービス業

が大きな割合を占めている。 

一方、第一次産業については、

産業別事業所数からは読み取り

にくいが、戦後の急速な人口増加

に伴う食糧需要の高まりもあっ

たものと思われ、農家戸数は1965

（昭和 40）年頃まで、沿岸漁業

従事者数は 1975（昭和 50）年頃

まで増加傾向にあった。 

しかしながら、その後は、住宅

用途等への農地転用が進み、農家

戸数は 3分の 1 程度に減少した。 

また、沿岸漁業従事者数につい

ても、港湾機能の強化に伴う博多

湾港内の漁業権漁場の縮小（1983

年に湾奥部と姪浜～百道沿岸の

共同漁業権が除外）等に伴って、

ピーク時の4分の1程度に減少し

ている。 
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資料：福岡市統計書、1951年のみ福岡市勢要覧

資料：福岡市統計書、2005年のみ農林業センサス

資料：福岡市統計書
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■博多湾内の漁業権漁場の推移（筑共第 8号共同漁業権漁場） 

 

資料：福岡水技研報第 5号（1993 年）        
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（２）暮らしの変化 

１）食糧 
我が国の食糧自給率は年々減

少しており、現在約 41％にまで

低下している（供給熱量ベース）。

また、福岡県における自給率は全

国平均を下回る 22％となってい

る10。 

福岡市の食糧流通拠点である

福岡市中央卸売市場の取扱量を

みると、野菜の取扱量は年々上昇

しているが、福岡県内産品の取扱

い割合が 1960（昭和 35）年の約

7割から 2005（平成 17）年の約 2

割に低下し、地元産品よりも他地

域の生産品の取扱い割合が高く

なってきている。特に、果実につ

いては、フィリピンやアメリカの

外国産品の取扱い割合が増加し

ている。 

また、生鮮水産物は、1975～85

（昭和 50～60）年頃を境に減少

に転じているが、一方で、食肉の

取扱量は増加しており、「魚離れ、

肉食志向」の食生活に変わってき

たことが伺われる。 

 

■農産物の中央卸売市場取扱量（産地別、取扱量の多い順に 5位まで） 

1960年 1975年 1990年 2005年

生産地
取扱量
（t）

取扱割合
（％）

生産地
取扱量
（t）

取扱割合
（％）

生産地
取扱量
（t）

取扱割合
（％）

生産地
取扱量
（t）

取扱割合
（％）

1位 福岡県 43,805 73.2% 福岡県 47,671 42.8% 福岡県 54,281 30.2% 福岡県 40,483 19.6%
2位 熊本県 6,212 10.4% 熊本県 15,295 13.7% 長崎県 23,290 13.0% 北海道 27,474 13.3%
3位 長崎県 2,700 4.5% 佐賀県 8,675 7.8% 熊本県 21,561 12.0% 熊本県 23,243 11.3%
4位 佐賀県 1,851 3.1% 長崎県 8,132 7.3% 大分県 15,908 8.8% 長崎県 21,539 10.4%
5位 大分県 1,418 2.4% 大分県 6,381 5.7% 北海道 14,983 8.3% 長野県 16,568 8.0%   

1960年 1975年 1990年 2005年

生産地
取扱量
（t）

取扱割合
（％）

生産地
取扱量
（t）

取扱割合
（％）

生産地
取扱量
（t）

取扱割合
（％）

生産地
取扱量
（t）

取扱割合
（％）

1位 福岡県 12,497 51.3% 福岡県 20,230 33.3% フィリピン 20,957 23.5% フィリピン 20,593 27.1%
2位 長野県 2,971 5.0% 熊本県 8,805 7.9% 福岡県 17,040 9.5% 福岡県 16,220 21.3%
3位 熊本県 2,618 4.4% 佐賀県 6,438 5.8% アメリカ 9,794 5.4% アメリカ 5,005 6.6%
4位 青森県 2,101 3.5% 大分県 4,283 3.8% 熊本県 7,946 4.4% 熊本県 4,528 6.0%
5位 佐賀県 1,441 2.4% フィリピン 4,030 3.6% 青森県 5,353 3.0% 青森県 3,835 5.0%  

                                                  
10 農林水産省資料 
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出典：平成 19年度食料品消費モニター調査（農林水産省）

■日ごろの食事で魚介類と肉類を食べる頻度 
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２）水道 
1923（大正 12）年に、曲渕ダ

ム、平尾浄水場 をはじめとする

一連の施設が完成し、福岡市の水

道事業が始まった。 

以降、便利で衛生的な水道の普

及が進められ、地理的に水資源に

恵まれない福岡市では、人口増加

に伴い急増する水需要に対応し

て、18回もの拡張工事を実施し、

現在、19 回目の拡張事業が進め

られている11。 

現在では 3つの河川（多々良川、

那珂川、室見川）と、8つのダム

（久原ダム、長谷ダム、猪野ダム、

南畑ダム、脊振ダム、曲渕ダム、

瑞梅寺ダム、江川ダム） 、そし

て、主に筑後川を水源とする福岡

地区水道企業団からの受水によ

り、一日最大約 76 万㎥の施設能

力を備えている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                  
11 福岡市水道局資料 
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■一日最大給水施設能力 

出典：福岡市水道局

完成年月 計画給水人口(人) 施設能力（ｍ3/日) 主な施設
創設 大正12年3月 120,000 15,000 曲渕ダム、平尾浄水場
第4回拡張 昭和26年5月 305,000 61,000 塩原浄水場、室見浄水場
第5回拡張 昭和31年3月 365,000 73,000 松崎浄水場
第7回拡張 昭和35年3月 426,000 104,000 高宮浄水場
第8回拡張 昭和42年3月 615,000 189,000 南畑ダム
第9回拡張 昭和47年10月 733,000 329,800 江川ダム、乙金浄水場
第11回拡張 昭和46年3月 754,000 378,000 久原ダム
第12回拡張 昭和52年3月 902,000 443,000 脊振ダム、夫婦石浄水場
第13回拡張 昭和53年3月 903,000 458,000 瑞梅寺ダム、瑞梅寺浄水場
第14回拡張 昭和57年3月 1,122,000 590,300 福岡導水(企業団受水)
第17回拡張 平成14年3月 1,272,000 731,100 多々良浄水場、長谷ダム、猪野ダム、鳴淵ダム
第18回拡張 昭和62年3月 1,272,000 748,100 下水処理水の有効利用
第19回拡張 平成22年度(目標年度) 1,430,000 780,900

出典：福岡市水道局

■福岡市の主な水道拡張事業 

資料：1990 年まで福岡市水道七十年史、1995 年以降は福岡市水道統計

注 ：1965 年以降、国勢調査に基づき給水人口等を見直し。 

   1940、1945 年の給水普及率は、値なし。 

■ 
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■上水道施設配置図 

 
出典：福岡市都市計画課資料
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３）エネルギー 
戦後、石油などの化石燃料が普

及し、次第に、木炭、まきといっ

た木質燃料は使われなくなって

いく。1960～1970（昭和 35～45）

年頃は、これらの木質燃料の生産

量が劇的に減少し、1975（昭和

50）年頃には、ほとんど使われな

くなっている。 

福岡市においても、期を一にし

て、電灯電力使用量、ガス消費量

の増加傾向が顕著になっており、

その後も経済成長がエネルギー

需要に拍車をかけ、右肩上がりの

増加をつづけている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■薪炭の生産量（全国） 

資料：生物多様性総合評価報告書（平成 22 年．環境省）  

電灯電力使用量、ガス消費量
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■ 

資料：福岡市統計書、1950年以前は福岡市勢要覧

注：ガス消費量は、1995年以前 4,500kcal /㎥、2000年以降 11,000kcal /㎥
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４）食生活の変化と健康リスク 
かつて成人病といわれていたさまざまな病気が、今日では生活習慣病と呼ばれて

おり、生活習慣病の割合は増加傾向にある。生活習慣病は肥満に起因するといわれ

ており、中高年に多く、福岡市についても全国の傾向と同様である。生活習慣病は

年齢を問わず、食生活の乱れ、運動不足、飲酒、喫煙などの生活習慣が病気の発症、

進行に関係する。 

■日本における死亡要因の変遷 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典： 厚生労働白書．平成 16年．厚生労働省 

■肥満の人の割合 
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食生活に着目してみると、戦後の高度成長期が本格化して以降の時期の特徴は、

食の欧米化であり、肉類、鶏卵、 乳製品など畜産品の動物性たんぱく質の摂取が一

気に拡大している。現時点のたんぱく源としては、こうした畜産品の動物性たんぱ

く質が第１となり、これに魚介類が続き、米、小麦、大豆・みそ・しょうゆの３つ

が、それぞれ、第３の地位を占めるといった構造になっている。それに伴い、脂質、

糖質などの摂取割合が増加しており、生活習慣病の増加の要因の一つにあげられて

いる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■国民1人・1日当たりのPFC熱量比率の推移
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■国民1人・1年当たり供給純食料の推移
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資料：農林水産省 食糧需給表 

資料：農林水産省 食糧需給表 
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（３）環境の変化 

１）土地利用の変化 
ア. 市街地 

下図は、地目別面積（有租地面積）の構成比の推移を示したものである。これ

によると、商業地区、工業地区、住宅地区からなる市街地の比率が、一貫して増

加し続けていることがわかる。 

1975（昭和 50）年までは市町村合併の影響があるため一定の傾向は見出しにく

いが、その後は、市街地の割合が増加、田や畑、山林、原野の割合が減少する傾

向が明確に認められる。1980（昭和 55）年から 2008（平成 20）年までに、市街地

は 35.4%から 50.7%に増加し、その他の地目の中で減少が著しい田は、18.5%から

10.6%に減少している。 

人口集中地区（DID 地区）の変遷をみると、市の中心部からほぼ同心円状に地区

が広がっている様子がわかる。 

明治時代の地形図から、これらの地域では、かつては、水田として利用されて

いた地域が多く、田畑から市街地への地目の転換が進んだことが読み取れる。こ

のことは、住宅戸数の一貫した増加傾向や、緑被率の低下にも現れている。また、

海岸線の変化も大きく、かつては広く砂浜が広がっていたエリアが、埋め立てら

れている様子が読み取れる。 

 

土地利用面積（有租地面積）構成比

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

55
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65
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95

00
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08

西
暦
年

田 (％) 畑 (％) 山林 (％) 原野 (％) その他 (％)

 
資料：福岡市統計書、1945 年以前は福岡市勢要覧。 

備考：有租地面積は、固定資産概要調書から各年１月１日現在の免税点以上の地目別面積を算出したもの。 

■ 
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緑被面積及び緑被率
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住宅戸数の推移
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■ 
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資料：福岡市統計書、1940年以前は福岡市勢要覧
資料：福岡市新・緑の基本計画（2009年．福岡市住宅都市局）
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■人口集中地区（DID 地区）の変遷 

 
資料：国土数値情報    
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■市街化の様子（明治 33 年測量の地形図に現在の市街地の範囲を追記） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

この地図は、国土地理院発行の 2万 5千分の 1地形図（福岡、津屋崎）を使用しました。 

市街地、工場 

緑の多い住宅地 
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■市街化の様子（姪浜～福浜付近） 

 

 

1947/03/22（USA-M180-38 撮影高度 4724ｍ） 

 

1998/11/12（CKU981X-C6-10 撮影高度 4650ｍ） 
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イ. 耕作地 

田・畑・果樹園の耕作地の面

積は、1965（昭和 40）年までは、

農家戸数の増加に伴って、増加

している。その後、農家戸数の

減少に伴って減少に転じ、1965

（昭和 40）年から 2005（平成

17）年までの間に半減している。

特に田の減少が著しく、約 59％

の減少となっている。 

なお、2005（平成 17）年現在、

市の面積に占める耕作地の割

合は約 9％となっている。 

また、近年、農家の高齢化な

どに伴い、耕作放棄地が増加し

ており、2005（平成 17）年現在、

耕作地面積の約 11％を占める

に至っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

耕作地面積
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■ 

耕作放棄地面積
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資料：福岡市統計書

資料：農林業センサス都道府県別統計書

■ 
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ウ. 森林 

森林面積については、1960

（昭和 35）年から 1970（昭和

45）年にかけて減少しており、

この要因を林種別にみると、主

に天然林の減少が著しいこと

が分かる。 

その後、1975（昭和 50）年に

森林面積の大きい早良郡早良

町を合併したため、同年に面積

が増加しているが、その後は、

ほぼ横ばいで推移している。

2005（平成 17）年現在、市の面

積に占める森林面積の割合は、

約 33％である。 

福岡県全体でも、近年、森林

面積の大きな変動はみられず、

福岡市の主な集水域である福

岡都市圏においても森林の全

体量は安定しているものと思

われる。 

2005（平成 17）年減現在、山

林所有者約 6,000 人に対して、

林業従事者数はその 1割程度の

695 人であるという現状13を考

えると、人工林の施業、管理が

十分に行き届かず、放置林が増

加していることが推察される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                  
13 福岡市農林業総合計画（平成 19年度～23年度） 

森林面積
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天然林（広葉樹） (ha) その他 (ha)

森林面積（1995年以降細目不明） (ha) 市の面積に占める割合 (％)

■ 

森林面積（福岡県）
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■ 

資料：福岡県林業統計要覧（福岡県水産林務部） 

注 ：1995年以降は統計方法が異なるため、内訳を把握できない。
資料：福岡市統計書 
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エ. 海域・海岸 

福岡市は、古くからの貿易港

であり、行政、経済、文化等の

集積する海の玄関口である博

多港とともに、発展してきた。

そして、博多湾では、博多港を

中心として、港湾開発が行われ

てきた。 

江戸時代までに 900ha が埋め

立てられたとされるが、本格的

な開発が行われたのは、明治時

代以降の近代都市になってか

らである14。明治時代から現在

までの総造成面積は 1,813ha で

あり、これまでの埋め立て面積

を合計すると 2,713ha で、福岡

市の面積の約 8％を占めている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                  
14 都市における沿岸域利用と漁業の社会的機能－福岡市を事例として． 1996 年．日高．福岡水技研報第 5号 

博多湾の埋立地竣工面積の推移（明治時代以降）
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■博多湾の埋立地造成経緯 

資料：福岡市港湾局資料

■ 
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 しかし、海岸・海域の開発が行われているのは、ほとんどが博多湾内であり、外

海に面する海岸・海域、島嶼地域には、自然海岸が多く、1956（昭和 31）年には玄

海国定公園に指定され、その保全が図られている。また、河口域を中心に 4 箇所の

干潟が分布している。このうち、和白干潟は、近年、ラムサール条約登録に向けた

干潟保全の取り組みが行われている。 

 

■自然海岸の位置等 

 

 

オ. 河川・治水池 

都市水害に対処し、治水対策を進めるため、都市基盤河川改修事業等による河

川改修が進められてきた。また、雨水流出流下時間を抑え、市街化による保水機

能の低下を補うため、治水池の整備が進められてきた（農地転用により使用され

なくなった灌漑用ため池を治水池として活用）。 

河川改修により護岸や川底の自然が失われてきた側面もあるが、近年は、生態

系に配慮した整備がなされるようになってきている。 
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２）環境汚染 
ア. 海域 

海域（博多湾）の水質及び底

質について、COD（化学的酸素

要求量）の推移をみると、西部

海域が最も良好、湾奥にあたる

東部海域が悪化しやすい傾向

にある。これには、博多湾への

COD 流入負荷の約 7 割に相当す

る量が東部海域に流入するこ

とが影響している15。底質のＣ

ＯＤ（化学的酸素要求量）値に

ついても同様の傾向がみられ

る。 

底質は 1995（平成 7）年頃、

水質は 2000（平成 12）年頃に

かけて悪化しており、それ以降

は回復傾向にあるものの、ほと

んどの海域で COD の水質環境基

準を達成できておらず、その他

にも生き物の生息にとって必

要な溶存酸素が不足する貧酸

素界の発生や、赤潮による漁業

被害など、今なお多くの課題が

残されている。 

しかし、博多湾沿岸には大量

の汚染物質を排出する大規模

な工場・事業所は少なく、汚染

の主たる要因は、生活系の排水

である。そのため排水規制が十

分でなかった時期にも人間の

健康に障害及び死亡をもたら

すような環境破壊は報告され

ていない16。 

 

 

 

                                                  
15 博多湾環境保全計画．2008 年．福岡市 
16 都市における沿岸域利用と漁業の社会的機能－福岡市を事例として． 1996 年．日高．福岡水技研報第 5号 

海域底質（ＣＯＤ）（博多湾）
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■ 

資料：福岡市環境局資料  備考：海域ごとに調査地点の平均値を示した。

資料：福岡市環境局資料  備考：海域ごとに調査地点の平均値を示した。

■ 

東部海域環境基準(3mg/l 以下) 

中・西部海域環境基準(2mg/l 以下) 
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イ. 河川 

水質調査が行われている河

川において、ＢＯＤ（生物化学

的酸素要求量）値が改善傾向に

あり、良好に推移している。 

底質のＣＯＤ（化学的酸素要

求量）値についても同様の傾向

がみられる。 

これは下水道の普及と関連

していると考えられる。福岡市

内では、下水道普及率が 1995

（平成 7）年で 98.4％となり、

殆どの排水が水処理センター

で処理されるようになった。 
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資料：福岡市環境局資料  備考：河川ごとに調査地点の平均値を示した。

資料：福岡市の下水道（福岡市道路下水道局）

■ 

■ 

資料：福岡市環境局資料  備考：河川ごとに調査地点の平均値を示した。

■ 
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３）特定種の増加 
生物多様性に影響を与える要因として、シカやイノシシの個体数の増加が問題と

なっている。日光や大台ヶ原など全国各地では、個体数の増加したシカの食害によ

り、下層植生が生育せず樹林の更新がされない、草本類がシカの食べない種類しか

生育しないなど、特に植物への影響が顕著である。また、イノシシによる農林作物

への被害も年々増加傾向にある。 

福岡市内でも、近年、イノシシによる農林作物の被害が著しく増加し、問題とな

っている。1975（昭和 50）年頃には、1600 頭程度であったイノシシの捕獲数が、2005

（平成 17）年頃には、8000 頭を超えている。その一方で、狩猟者登録数は減少傾向

にある。 

耕作放棄地の広がりがイノシシに格好の餌場を提供し、そのために人里近くまで

イノシシが出没するようになったことなどが理由として考えられる。 

一方、シカについては、周辺域から福岡市東部にまで分布域が拡大しつつあるが、

現時点では問題とはなっていない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■イノシシ捕獲数と狩猟登録者数の推移（福岡県）
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資料：福岡県特定鳥獣（イノシシ）保護管理計画（第 2期）（平成 19 年．福岡県水産林務部緑化推進課）

■イノシシの分布域の拡大状況（福岡県） 

出典：第 6回動植物分布調査

検索（環境省 生物多様性情

報システム） 
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４）地球温暖化 
世界の年平均気温は、長期的には 100 年あたり約 0.68℃の割合で上昇していると

されている17。 

福岡市（福岡管区気象台）の観測値によれば、1910（明治 43）年から 2010（平成

22）年の 100 年間で、平均気温は 3.0℃上昇しており、最低気温では、4.3℃とさら

に上昇幅が大きくなっている。気温上昇には緑地の減少や市街地化など複合的な要

因が考えられるが、その一因として、地球温暖化による影響も考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

福岡市における二酸化炭素の

排出量（温室効果ガスの成因の約

97％を占める）の内訳をみると、

福岡市の産業構造を反映して、全

国的に排出量が多いとされる産

業部門（製造業など）が占める割

合が小さく、業務、家庭、自動車

からの排出量が大半を占めてい

る状況である。 

これらの業務、家庭、自動車は、

全国的にも排出量が増加傾向に

ある。 

                                                  
17 気象庁資料 

■福岡市（福岡管区気象台）における平均気温・最低気温の平年値
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資料：気象統計情報（気象庁）

資料：福岡市環境局

■二酸化炭素排出量 
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５）外来種の確認状況 
ア. 外来種の分布状況 

下図は、福岡市が 1996（平成 8）～2009（平成 21）年度に実施した動植物に関

する調査※において確認した種の位置情報にもとづいて、外来種法で指定されてい

る特定外来種と環境省が公表している要注意外来種について掲載されている種を

抽出し、3次メッシュとして表記したものである。 

なお、これらの調査は、調査地点や頻度に偏りがあるため、必ずしも市内全域

の状況を均等に把握しているものではないことに注意が必要である。 

 
※使用した報告書一覧 
「平成 20年度自然環境調査データ変換業務報告書（2009年．福岡市環境局）」 
「平成 19年度自然環境調査（ほ乳類・は虫類・両生類の生息状況）委託報告書」（2008年．福岡市環境局） 
「平成 19年度自然環境調査（外来種の生息状況調査）委託報告書」（2008年．福岡市環境局） 
「平成 20年度自然環境調査（外来種の生息状況調査）委託報告書」（2009年．福岡市環境局） 
「平成 21年度自然環境調査（昆虫類及び貴重植物）委託報告書」（2009年．福岡市環境局） 

 

現在、既に市内の広い範囲に外来種が分布している。山林や河川やため池環境

で外来種が多く確認されている。なお、山林で確認されている特定外来種は主に

ソウシチョウである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ■外来種の確認メッシュ 

特定外来種 

要注意外来種 

土地利用 
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イ. 外来種の確認状況 

福岡市内で既に定着していることが確認されている特定外来種は 9 種、要注意

外来種は 43 種である。また、既に市内に侵入もしくは近隣地域に定着しているこ

とから定着リスクの高いと評価される特定外来種は 12 種、要注意外来種は 21 種

である18。 

動物では、池や河川に生息する種や海域に生息する種、植物では、河川敷など

の日当たりのいい草地などに先駆的に生育する植物の割合が高くなっている。 

 

■福岡市内に定着しているもしくは定着リスクの高い外来種 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                  
18 平成 19年度自然環境調査（外来種の生息状況調査）委託報告書．2008年．福岡市環境局 
 平成 20年度自然環境調査（外来種の生息状況調査）委託報告書．2009年．福岡市環境局 

資料：平成 19 年度自然環境調査（外来種の生息状況調査）委託報告書(平成 20 年．福岡市環境局)を基に作成 

福岡市内に定着している種 定着リスクの高い種

〈哺乳類〉 〈哺乳類〉

なし アライグマ

〈鳥類〉 〈鳥類〉

ガビチョウ、ソウシチョウ なし

〈両生類〉 〈両生類〉

ウシガエル なし

〈爬虫類〉 〈爬虫類〉

アカミミガメ カミツキガメ

〈魚類〉 〈魚類〉
カダヤシ、ブルーギル、オオクチバス、カムル
チー

タイリクバラタナゴ、グッピー、タイリクスズキ

〈昆虫・クモ類〉 〈昆虫・クモ類〉
なし セイヨウオオマルハナバチ、アカカミアリ、ホソ

オチョウ、ハイイロゴケグモ、セアカゴケグモ

〈甲殻・ゴカイ類〉 〈甲殻類〉
アメリカザリガニ、タテジマフジツボ、カサネ
カンザシ

チチュウカイミドリガニ、カニヤドリカンザシ

〈貝類〉 〈貝類〉
ムラサキイガイ、コウロエンカワヒバリガイ、
タイワンシジミ種群、スクミリンゴガイ、

ミドリイガイ、シナハマグリ

〈植物類〉 〈植物類〉
オオキンケイギク、オオフサモ、ボタンウキク
サ、オオカナダモ、ホテイアオイ、セイタカア
ワダチソウ、オオブタクサ、ハゴロモモ、キ
ショウブ、ムラサキカタバミ、ヒメジョオン、
ノハカタカラクサ、キクイモ、外来タンポポ種
群、オランダガラシ、イチビ、メマツヨイグ
サ、コマツヨイグサ、ヘラオオバコ、アメリカ
ネナシカズラ、セイヨウヒルガオ、オオフタバ
ムグラ、ブタナ、オオオナモミ、アメリカセン
ダングサ、コセンダングサ、オオアレチノギ
ク、ヒメムカシヨモギ、メリケンカルカヤ、メ
リケンガヤツリ、ハリエンジュ、トウネズミモ
チ、シナダレスズメガヤ、オニウシノケグサ、
カモガヤ、ネズミムギ、ホソムギ、キシュウス
ズメノヒエ

アレチウリ、ナガエツルノゲイトウ、ブラジルチ
ドメグサ、オオハンゴンソウ、ナルトサワギク、
アゾラ クリスタータ、コカナダモ、ハルジオ
ン、オオアワダチソウ、ハリビユ、エゾノギシギ
シ、ハルザキヤマガラシ、ワルナスビ、カミツレ
モドキ、ブタクサ、ショクヨウガヤツリ、イタチ
ハギ、シバムギ、オオアワガエリ

赤字：特定外来生物
黒字：要注意外来生物
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ウ. 外来種の進入機会の増加 

市内において、外来種の確認状況を経年的に調査したデータはないものの、例

えば、市内の各河川においては、近年外来種の確認種数が増加傾向にある19ことが

うかがえる。 

全国的にも外来種の増加は問題になっており、福岡市内においても外来種は増

加傾向にあるものと推測される。 

 

■市内各河川における外来種の確認種数の変化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

特に福岡市については、国際港湾も位置し、アジアを中心とした国際貨物量、

客船の寄航回数も大幅に増加しており、海外からの外来種の進入機会は増加して

いる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                  
19 平成 18年度自然環境調査（水生生物）委託報告書．2007年．福岡市環境局 

■博多港の国際海上コンテナ取扱個数（輸入）
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100,000
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（TEU）

※品物が入っていない空のコンテナ数も含む。

資料：平成 18 年度自然環境調査（水生生物）委託報告書(2007 年．福岡市環境局)を基に作成 

河川 平成5年 平成11年平成18年 増減 備考

多々良川 3 3 2 →
御笠川 1 2 3 ↗
那珂川 3 4 3 →
樋井川 1 4 2 ↗
金屑川 0 2 1 ↗
室見川 0 3 0 →
瑞梅寺川 0 5 2 ↗ ゲンゴロウブナ・ブルーギル増加

↗：増加傾向
↘：減少傾向
→：変化なし

資料：博多港統計年報(2009 年．福岡市港湾局) 
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２．生物多様性の健全性の変遷と現状 

この項では、生物多様性の健全性を評価する視点として、「生態系の健全性」「種

の多様性」「種の危うさ」に着目し、指標となるデータの推移を基に、福岡市におけ

る生物多様性の健全性の変遷と現状を整理した。 

 

（１）生態系の多様性 

１）陸域生態系 
「2.(3)環境の変化」でも述べたように、1950（昭和 25）年頃と比較し、現在は、

市街地の面積が増加する一方、樹林、農地の面積はいずれも減少し、かつ分断化さ

れ、ひとつひとつのまとまりの面積が小さくなる傾向が読み取れる。 

このため、1950（昭和 25）年頃と比較し、陸域の生態系の多様性は減少しており、

特に農地の減少が著しく、農地に成立する農地生態系が著しく劣化していると考え

られる。 

また、農地の中でも、特に水田面積の減少が著しく、圃場整備による水路のコン

クリート化や河川との繋がりの分断による影響も加わり、河川・用水路と水田を往

き来する生活史を持つ生物の生息環境として機能している水田生態系は市内ではほ

とんど見られなくなった。 

一方、森林については、近年面積の減少はそれほど大きくないものの、人が管理

することによって維持されていた二次林が、最近になって、人の手が入らなくなっ

たことによる自然の遷移や、竹林の拡大により20減少しつつあり、やはり、生態系の

多様性は低下しているものと考えられる。 

 

２）沿岸・海洋生態系 
「2.(3)環境の変化」でも述べたように、高度経済成長期に進められた沿岸部の埋

め立てにより、干潟や自然海岸の面積は減少している。また、特に博多湾内におい

ては、同時期に、人間の産業活動や生活に伴って生じる産業排水や生活排水による

水質・底質の汚染が進行し、底質のヘドロ化や赤潮の発生など、生物の生育・生息

環境は急激に悪化した。このように、特に沿岸域の生態系では、多様性が著しく低

下していると考えられる。 

一方、福岡市近海の外洋域（日本海、東シナ海）については、沿岸域ほど生態系

の多様性に大きな変化はないものと考えられるが、ガス田開発などが実施されてお

り、今後も開発の規模は拡大していくものと考えられる。 

                                                  
20 平成 20年度自然環境調査（植生）委託報告書（2009年．福岡市環境局）によると、2001（平成 13）
年度と比較して、竹林が 141ha増加している。 
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地形図（国土地理院）からの読み取り 地形図（国土地理院）からの読み取り 

樹林・農地は福岡市の植生図、ため池・河川は数値地図 2500（国土地理院）からの読み取り

出典：平成 15 年度市域生態系調査業務委託報告書（2004 年．福岡市環境局)

1970 (昭和 45) 年頃 

■福岡市の樹林、農地、水辺の分布

1950 (昭和 25) 年頃 

2001 (平成 13) 年 
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（２）種の多様性 

１）陸域生態系 
陸域の生態系について、福岡市では、2002（平成 14）～2003（平成 15）年に、身

近な生物として鳥類、チョウ類、トンボ類について調査を実施し、それらの出現状

況を 10 類型に区分し、それぞれの類型が出現する環境を「樹林」「農地」「池」の分

布状況と面積を基にモデル化し、生物生息空間地図を作成している21。それによると、

大規模樹林型、農地型、中規模樹林・林縁部型で種の多様性が高く、次いで、ため

池型や住宅地型、最も種の多様性が低いのが都市型という結果になっている。1970

（昭和 45）年頃と 2001（平成 13）年の生物生息空間モデルを比較すると、農地型と

住宅地型の生物生息空間が減少し、都市型が拡大しているため、それに伴い、種の

多様性も低下しているものと考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                  
21 平成 15年度市域生態系調査業務委託報告書．2004年．福岡市環境局 

■生物生息空間地図 

出典：平成 15 年度市域生態系調査業務委託報告書（平成 16 年．福岡市環境局） 

農地型 

都市型 1（中心部） 

都市型 2（緑地周辺） 

住宅地型 1（小規模樹林内） 

住宅地型 2（樹林周辺） 

住宅地型 3（樹林・農地周辺） 

中規模樹林・林演舞型 

大規模樹林型 

ため池型 1（市街地・農地） 

ため池型 2（林演舞） 

1970 (昭和 45) 年頃 

2001 (平成 13) 年 
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ア. 植物 

植物については、種の多様性の変化を把握できるデータがないものの、土地の

改変によって、直接的な影響を最も受ける種であることから、樹林や農地の減少

に伴い、種の多様性は急激に低下したものと考えられる。 

 

イ. 哺乳類 

哺乳類について長期にわたって追跡

した調査は実施されていないため、種

の多様性の変化は把握できていないが、

生態系の多様性が低下するのに伴い、

種の多様性も低下しているものと推測

される。 

しかし、土地の改変が一段落して以

降は、各種の分布域は拡大傾向にあり、

近年は全体として種の多様性は増加し

ているものと推測される。 

福岡市で実施した 2000（平成 12）年

度及び 2007（平成 19）年度の自然環境

調査では、近年の哺乳類・両生・爬虫

類の確認状況の比較を行っている22。そ

れによると、確認種数については大きな変化はないが、多くの種で確認地点数が

増加しており、分布域の拡大が認めら

れる。 

また、環境省の実施している自然環

境保全基礎調査の結果でも、福岡県に

おける哺乳類の分布域は拡大傾向にあ

る23。 

 

 

 

 

 

                                                  
22 平成 19 年度自然環境調査（ほ乳類・は虫類・両生類の生息状況）委託報告書．平成 20 年．福岡市環
境局 
23 第 6回自然環境保全基礎調査 種の多様性調査 哺乳類分布調査報告書．平成 16年．環境省 

■哺乳類の確認地点数の変化（福岡市） 

平成12年度 平成19年度

ジネズミ 0 2
ヒミズ 2 0
コウベモグラ 24 25
アブラコウモリ 3 8
タヌキ 10 12
キツネ 0 7
テン 5 12
チョウセンイタチ 1 2
イタチ属の一種 18 26
アナグマ 0 4
ニホンイノシシ 12 19
スミスネズミ 0 1
ハタネズミ 2 0
カヤネズミ 4 5
アカネズミ 8 10
ヒメネズミ 4 2
ハツカネズミ 4 8
ノウサギ 3 6
合計種数 15 13
注：合計種数にイタチ属の一種は含めていない。
　　　：減少
　　　：増加

確認メッシュ数
種名

出典：平成 19 年度自然環境調査（ほ乳類・は虫類・両生類の

生息状況）委託報告書（2008 年．福岡市環境局）を一部改変。

■哺乳類の確認地点数の変化（福岡県） 

昭和53年度 平成12～16年度

ニホンザル 15 32
タヌキ 186 239
キツネ 192 208
アナグマ 95 114
ニホンイノシシ 98 188
ニホンジカ 46 71

種名
確認メッシュ数

資料：第 6回自然環境保全基礎調査 種の多様性調査 哺乳類分

布調査報告書（平成 16 年．環境省） 
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ウ. 鳥類 

福岡市は、北半球のシベリアやアラスカ

などからカムチャッカ半島やサハリン経

由で日本列島を縦断し南方へ渡る渡り鳥

のルートと、朝鮮半島から九州を経由し南

方へ渡るルートとが交差するクロスロー

ドに位置し、国内でも有数の鳥類の渡りの

中継地・越冬地となっている24。 

博多湾には、和白干潟、多々良川河口干

潟、室見川河口干潟、瑞梅寺川河口干潟（今

津干潟）などの干潟が分布しており、多く

のシギ・チドリ類やカモ類が飛来する。ま

た、本州や朝鮮半島などで繁殖し、東南ア

ジアで越冬するハチクマやサシバ、アカハ

ラダカなどの渡りのコースになっている

ため、春と秋の渡りの時期には、多くのタ

カ類も観察できる。 

このため、福岡市は鳥類の種の多様性が高く、繁殖地としてだけでなく、越冬

地、中継地として世界的に見ても重要な役割を果たしている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                  
24 福岡市野鳥公園基本構想（平成 18 年．野鳥公園基本構想検討委員会） 

■シギ・チドリの渡りのルート 

出典：福岡市野鳥公園基本構想（平成 18 年．野鳥公園基

本構想検討委員会）

ガン・カモ一斉調査結果及びその考察 
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その他の鳥類について長期にわたって追跡した調査は実施されていないため、種

の多様性の変化は把握できていないが、近年の傾向からみても、全体としての種の

多様性は低下しているものと推測される。福岡市では自然環境調査を実施しており、

その中で、1998（平成 10）年度、2005（平成 17）年度の自然環境調査やその他の福

岡市の実施した調査結果を基に、近年の鳥類の個体数の増減について報告している25。

近年は、確認種数に大きな変化はなく、一部の種では個体数が増加しているものの、

多くの種で個体数が減少している。個体数が増加している種としては、カワウやア

オサギなどの魚食性鳥類やツクシガモ、イワツバメ、ムクドリ、ソウシチョウなど

が挙げられる。個体数が減少した種としては、オオヨシキリなどのヨシ原に生息す

る種、コミミズクなどの農耕地に生息する種、干潟や湿地に渡来するシギ・チドリ

類、コアジサシやウグイスなどが挙げられる。 

■鳥類の個体数の増減傾向 

 

 

 

 

 

 

 

また市内で鳥類の確認種数が多

く、種の多様性が最も高い地区は、

西区瑞梅寺川河口周辺となってお

り、博多湾東部海域、東区海の中

道、西区小呂島なども確認種数が

多い。ただし、各メッシュの調査

頻度が同一でない点には注意が必

要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                  
25 平成 17年度自然環境調査（鳥類）委託報告書．2006年．福岡市環境局 

↗↗ ↗ ↘ ↘↘ → ＤＤ -

種数 12 2 41 8 186 9 104

↗↗:顕著に増加 ↗：増加傾向
↘：減少傾向 ↘↘：顕著に減少
→：変化なし ＤＤ：現状不明
－：定期的な飛来の見られない種のため、評価できない

個体数の増減

100 種以上 

80～99 種 

60～79 種 

40～59 種 

20～39 種 

1～19 種 

■メッシュ別 鳥類の確認種数 

出典：平成 17 年度自然環境調査（鳥類）委託報告書（2006 年．福岡市環境局） 

資料：平成 17 年度自然環境調査（鳥類）委託報告書(平成 18 年．福岡市環境局)を基に作成 
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エ. 両生・爬虫類 

両生・爬虫類について長期にわたって追跡した調査は実施されていないため、種

の多様性の変化は把握できていないが、生態系の多様性が低下するのに伴い、種の

多様性も低下しているものと推測される。福岡市においては、特に農地の減少が著

しく、農地環境に依存する種の割合の高い両生類については、特に減少が著しかっ

たものと推測される。 

福岡市で実施した 2000（平成 12）年度及び 2007（平成 19）年度の自然環境調査

では、近年の両生・爬虫類の確認状況の比較を行っている26。それによると、近年は、

爬虫類については、種毎の確認地点数を見ると多少の増減はあるものの、顕著な変

化のみられた種はなく、全体としての種の多様性には大きな変化は認められていな

い。両生類については、アマガエルの確認地点数が大きく減少する一方、ニホンア

カガエルの確認地点数が増加している。その他の種については、大きな変化はみら

れなかった。近年は全体としての種の多様性には大きな変化は認められていない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                  
26 平成 19 年度自然環境調査（ほ乳類・は虫類・両生類の生息状況）委託報告書．平成 20 年．福岡市環
境局 

出典：平成 19 年度自然環境調査（ほ乳類・は虫類・両生類の生息

状況）委託報告書（2008 年．福岡市環境局） 

平成12年度 平成19年度

カスミサンショウウオ 1 0
ブチサンショウウオ 2 1
イモリ 4 3
ニホンヒキガエル 1 2
アマガエル 14 9
タゴガエル 6 7
ニホンアカガエル 3 8
トノサマガエル 2 2
ヌマガエル 17 20
ウシガエル 9 9
ツチガエル 1 1
シュレーゲルアオガエル 0 1
カジカガエル 1 2
クサガメ 2 2
アカミミガメ 7 10
イシガメ 2 2
ヤモリ 13 19
トカゲ 7 6
カナヘビ 28 26
シマヘビ 9 11
ジムグリ 0 1
アオダイショウ 4 4
ヒバカリ 2 2
ヤマカガシ 5 7
マムシ 2 0
合計種数 23 23
　　　：減少
　　　：増加

種名
確認メッシュ数

■両生・爬虫類の確認地点数の変化 
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オ. 魚類 

魚類については、多々良川水系において、タナゴ類を中心とした魚類相の変化が

調査されている27。1984（昭和 58）年には 23 地点で採集されていたニッポンバラタ

ナゴが、2005（平成 17）年にはわずか 3 地点となっており、福岡市域では確認され

なくなっている。福岡市内では、その他のタナゴ類についても減少しており、須恵

川と宇美川ではタナゴ類の生息が確認されなくなっている。要因として、河川周辺

の都市化が指摘されており、タナゴ類の他にも、オイカワやカワムツ、イトモロコ、

ムギツクなどは周辺の都市化により個体

数が減少する傾向が見られている。以上を

踏まえると、市内の都市部を流れる河川で

は、都市化の進行とともに種の多様性が低

下しているものと考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                  
27 鬼倉・中島ほか．2006年．多々良川水系におけるタナゴ類の分布域の推移とタナゴ類・二枚貝の生
息に及ぼす都市化の影響．水環境学会誌．Vol.29,No.12 

各 

調 

査 

地 

点 

の 

捕 

獲 

個 

体 

数 

1 個体以上 
10 個体以上 
100 個体以上 

調査地点から 1km2内の都市用地の割合 

※P<0.05 の場合に、都市化の割合と個体数に相関が認められる。

＜各調査地点の都市化の割合＞ 

＜ニッポンバラタナゴの分布状況の比較＞ 

■河川周辺の都市化の割合と魚類の出現個体数の関係 

出典：鬼倉・中島ほか．2006．多々良川水系におけるタナゴ類の分布域の推移とタナゴ類・二枚貝の生息に及ぼす都市化の影響．水環境学会誌．Vol.29,No.12
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近年の調査としては、市内の主要河川で、1993（平成 5）年から定期的に福岡市が

自然環境調査を実施している28。1993（平成 5）年以降、御笠川や樋井川、金屑川、

室見川、瑞梅寺川では、魚類の確認種数に大きな変化は認められなかったが、多々

良川と那珂川では、タナゴ類を中心に種の多様性が低下している傾向が認められた。 

 

■市内河川における魚類の確認種数の変化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

カ. 昆虫類 

福岡市内全域において、昆虫類相の変化を長期にわたって追跡した調査は実施さ

れていない。しかしながら、生態系の多様性が低下するのに伴い、種の多様性も同

様に低下しているものと考えられる。 

油山では、これまでに 75 種のチョウ類が記録されている。1991（平成 3）年～2000

（平成 12）年に実施されたルートセンサス調査の結果によると、そのうち半数近く

の種が、ほとんど確認されない、もしくは個体数が著しく減少しているという結果

になっている。全体の確認個体数も 1992（平成 4）年の 850 個体をピークに年々少

なくなり、1999（平成 11）年に 323 個体、2000（平成 12）年に 388 個体となり半減

している29。 

 

■油山におけるチョウ類の個体数の増減傾向 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                  
28 平成 18年度自然環境調査（水生生物）委託報告書．2007年．福岡市環境局 
29 福岡市油山のチョウ-トランセクト調査 10年間のまとめ-．2003年. 佐々木．昆虫と自然 38(3) 

資料：平成 18 年度自然環境調査（水生生物）委託報告書(平成 19 年．福岡市環境局)を基に作成 

資料：福岡市油山のチョウ-トランセクト調査 10 年間のまとめ-. (2003. 佐々木)を基に作成 

EX ↘↘ ↘ → ＤＤ -
種数 1 12 23 17 16 6

個体数の増減

EX：絶滅（30年間にわたり記録のない種）

↘↘：顕著に減少（10年間の調査中、10個体以内の記録であり、かつ個体数0の年が多くある）

↘：減少傾向（観察された最大数を基準として50％以上の減少が認められた種、もしくは近年にな
り断片的な記録が数回ある種）

→：変化なし（毎年観察でき、比較的安定した個体数である種）

ＤＤ：現状不明

－：環境要因や食草によって年により個体数が大きく変動する種、もしくは季節により長距離移
動する種

河川 平成5年 平成11年平成18年 増減 備考

多々良川 30 21 15 ↘ タナゴ減少

御笠川 12 21 19 →

那珂川 33 33 27 ↘ タナゴ減少

樋井川 13 22 14 →

金屑川 10 17 14 →

室見川 18 30 24 → ニッポンバラタナゴ減少

瑞梅寺川 17 28 19 →
↗：増加傾向
↘：減少傾向
→：変化なし
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なお、福岡市では自然環境調査を実施しており、2009（平成 21）年度の自然環境

調査では、市域の環境の異なる 5 地点（里山環境、島嶼、照葉樹林帯、ブナ帯）で

調査を実施した結果、18 目 246 科 1593 種を確認している30。 

 

２）沿岸・海洋生態系 
沿岸・海洋生態系は、藻場や干潟、海浜域等から構成されているが、埋め立て等

による干潟面積等の減少や博多湾の水質の変化に伴い、昭和の初期頃と比較すると

種の多様性も低下しているものと考えられる。 

近年に関しては、博多湾奥部の底生動物相に関して調査が実施されている31。これ

によると、夏季に個体数密度が減少する傾向が見られるものの、年による変化も大

きく、明確な傾向は見られない。また、環境改善のために覆砂を実施したエリアで

は、確認種数、個体数共に増加しており、種の多様性が増加している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■博多湾における底生動物の個体数密度の変化 

                                                  
30 平成 22年度自然環境調査（鳥類，昆虫類及び貴重植物）委託報告書．2011年．福岡市環境局 
31 アイランドシティ整備事業環境監視結果．福岡市港湾局 

和白干潟 

西戸崎東側 

御島海域 

※平成 11 年に覆砂を実施 

出典：平成 19 年度アイランドシティ整備事業環境監視結果．(平成 20 年．福岡市港湾局) 
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（３）種の危うさ 

１）絶滅危惧種の分布状況 
本項で示す図は、福岡市が 1996（平成 8）年度～2009（平成 21）年度に実施した

動植物に関する調査※において確認した種の位置情報にもとづいて、「環境省レッド

リスト（2006、2007 年．環境省）」及び「福岡県レッドデータブック 2001（2001 年．

福岡県）」に掲載されている種を抽出し、3次メッシュとして表記したものである。 

なお、これらの調査は、調査地点や頻度に偏りがあるため、必ずしも市内全域の

状況を均等に把握しているものではないことに注意が必要である。 

 
※使用した報告書一覧 
「平成 20年度自然環境調査データ変換業務報告書（2009年．福岡市環境局）」 
「平成 19年度自然環境調査（ほ乳類・は虫類・両生類の生息状況）委託報告書」（2008年．福岡市環境局） 
「平成 19年度自然環境調査（外来種の生息状況調査）委託報告書」（2008年．福岡市環境局） 
「平成 20年度自然環境調査（外来種の生息状況調査）委託報告書」（2009年．福岡市環境局） 
「平成 21年度自然環境調査（昆虫類及び貴重植物）委託報告書」（2009年．福岡市環境局・福岡市環境局） 

 

＜評価ランクの設定＞ 

・図の凡例は、下表のように定義し、より希少性の高い種が確認されたメッシュに高評価を与え

ている。 

 

■評価ランクの設定（植物） 

種の内訳 

環境省レッドデータによる分類 福岡県レッドーデータによる分類 
評価 

ランク 
 維管束植物 植物群落 

6 絶滅危惧ⅠA類 絶滅危惧ⅠA類 Ⅰ類、Ⅰ～Ⅱ類 

5 

絶滅危惧Ⅰ類

絶滅危惧ⅠB類 絶滅危惧ⅠB類 Ⅱ類 

4 

絶滅危惧

絶滅危惧Ⅱ類 絶滅危惧Ⅱ類 Ⅲ類 

3 準絶滅危惧 準絶滅危惧 Ⅳ類 

2 情報不足 情報不足 － 

1 絶滅のおそれのある地域個体群 野生絶滅 － 

注：評価ランク「2」及び「1」は該当なし。 

 

 

■評価ランクの設定（その他の分類群） 

種の内訳 評価 

ランク 環境省レッドデータによる分類 福岡県レッドーデータによる分類 

6 絶滅危惧ⅠA類 絶滅危惧ⅠA類

5 

絶滅危惧Ⅰ類

絶滅危惧ⅠB類

絶滅危惧Ⅰ類 

絶滅危惧ⅠB類

4 

絶滅危惧

絶滅危惧Ⅱ類 

絶滅危惧

絶滅危惧Ⅱ類 

3 準絶滅危惧 準絶滅危惧 

2 情報不足 情報不足 

1 絶滅のおそれのある地域個体群 そのほかのカテゴリー 
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ア. 植物 

福岡市内でこれまでに確認

されている絶滅危惧種は、草地

や明るい林、水田やため池など

の水辺に生育する種が多い。 

現在は、山地（脊振山と油山

周辺）、耕作地、ため池、島嶼

などの沿岸部に、評価ランク 6

や5に該当する種が多く分布し

ている。 

なお、東平尾地区にも

評価ランクの高い種が多

く分布しているが、この

うち評価ランク 6 に該当

するハイビャクシン、バ

イカイカリソウは植栽で

ある。 

 

 

 

 

 

イ. 哺乳類 

福岡市内でこれまでに確認

されている絶滅危惧種は、自然

性の高い環境や特殊な環境に

生息する種の割合が高い。 

現在は、耕作地と山地で、評

価ランク6に該当する種が分布

している。 

 

■絶滅危惧種（植物）の分布状況 

■絶滅危惧種（哺乳類）の分布状況 

評価ランク 

土地利用 

評価ランク 

土地利用 
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ウ. 鳥類 

福岡市内でこれまでに確認

されている絶滅危惧種は、シ

ギ・チドリ・カモ類などの旅鳥

や冬鳥の割合が高い。 

現在は、干潟や沿岸域、山地

では脊振山や油山周辺に、評価

ランク6や5に該当する種が多

く分布している。 

河川沿いや海域に

も比較的評価ランク

の高い種が多く分布

している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

エ. 爬虫類 

福岡市内でこれまでに確認

されている絶滅危惧種は、海域

に生息するアカウミガメ（産卵

環境として砂浜を利用）と里地

環境を主な生息場所とするイ

シガメやヘビ類である。 

現在は、海の中道で、評価ラ

ンク 5 に該当する種

が確認されている。 

その他は、耕作地

や水辺などに評価ラ

ンク 3 に該当する種

が分布している。 

 

 

 

 

■絶滅危惧種（鳥類）の分布状況 

■絶滅危惧種（爬虫類）の分布状況 

評価ランク 

土地利用 

評価ランク 

土地利用 
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オ. 両生類 

福岡市内でこれまでに確認

されている絶滅危惧種は、主に

里地里山環境に生息する種で

ある。 

現在は、山間部の河川沿いに

評価ランク5に該当する種が多

く分布している。 

また、糸島半島や立花山周辺

などの里地里山環境

でも比較的評価ラン

クの高い種が分布し

ている。 

 

 

 

 

 

 

カ. 魚類 

福岡市内でこれまでに確認さ

れている絶滅危惧種は、主に自

然性の高い中小河川などに生息

する種や干潟、汽水域に生息す

る種である。 

多々良川水系や室見川、樋井

川、那珂川などで、評価ランク 6

に該当する種が確認されていた

が、現在は、既に絶滅している

箇所も少なくないと考えられる。 

室見川や今津干潟、和

白干潟に、評価ランク 5

に該当する種が分布し

ている。 

また、各河川周辺の市

街地でも評価ランク 4

に該当する種が分布し

ているが、これは主に用

水路などで確認された

メダカである。 

■絶滅危惧種（両生類）の分布状況 

■絶滅危惧種（魚類）の分布状況 

評価ランク 

土地利用 

評価ランク 

土地利用 
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キ. 底生動物 

福岡市内でこれまでに確認

されている絶滅危惧種は、主に

干潟に生息する種である。 

現在は、評価ランク 6や 5に

該当する種は、主に干潟、海域

に分布している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ク. 昆虫類 

福岡市内でこれまでに確認

されている絶滅危惧種は、草地

や明るい林、水田やため池など

の水辺に生育する種が多い。 

現在は、能古島や椎原川周辺

などの良好な里地里山環境や

ため池に、評価ランク 6に該当

する種が分布している。 

脊振山や自然環境の残る沿

岸部のほか、市街地の中

でも緑地やため池が存

在する箇所では、比較的

評価ランクの高い種が

確認されている。 

なお、室見川で確認さ

れている評価ランク 6

に該当する種は、シルビ

アシジミであるが、近年

の確認はなく、絶滅した

ものと思われる。 

■絶滅危惧種（底生動物）の分布状況 

■絶滅危惧種（昆虫類）の分布状況 

評価ランク 

土地利用 

評価ランク 

土地利用 
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２）絶滅危惧種の確認状況の変化 
絶滅危惧種の確認状況を経年的に把握できている分類群について整理した。 

 

ア. 市内で絶滅した可能性が高い動植物 

福岡市内で過去に記録されているが、近年生息が確認されていないもしくは分

布が特定されていない種として、キキョウやヒナモロコ、ウラギンスジヒョウモ

ンなど計 10 種が挙げられている32。（なお、ここには挙げられていないが、草地環

境に生息するシルビアシジミなども近年確認されなくなっている。） 

これらの主な生育生息環境は、以下のような環境であり、これらの環境の消失

が、主な減少要因であると考えられる。 

植物や昆虫類などの多くは、主に草地環境などの明るい里地里山環境に生育生

息する種であり、そのような環境は、市内で顕著に減少した環境であると考えら

れる。 

また、ヒナモロコについては、生態に不明な点が多いが、福岡市周辺の平野部

の流れのゆるやかな小川や浅い湖沼、用水路に生息していたとされる。現在、久

留米市に残っている野外の個体群は、水田と水路を往き来し生活しているのが確

認されており、水田地帯に囲まれた流れのある土水路が主な生息環境であったと

推測されている33。市内においては、水田環境の減少が著しく、圃場整備に伴う水

路のコンクリート化が、本種の減少にさらに拍車をかけたものと推測される。 

 

■市内で絶滅した可能性が高い動植物とその生育生息環境 

分類群 種名 主な生育生息環境 

植物 キキョウ 日当たりの良い山地や野原 

 リンドウ 日当たりの良い山地や野原 

魚類 ヒナモロコ 流れの緩やかな細流、用水路やこれに続く浅い池

昆虫類 ウラギンスジヒョウモン 明るい草原、堤防など 

 ウラナミジャノメ 明るい疎林や路傍、草原 

 クモガタヒョウモン 日当たりの良い草原や堤防 

 ヒオドシチョウ 低地～低山地の樹林帯 

 ミヤマチャバネセセリ 高地の草原や山間の路傍、湿原の周縁 

甲殻類 シオマネキ 泥質干潟 

貝類 ビョウブガイ アマモが生えた内湾の海底 

 

                                                  
32 福岡市環境配慮指針（改訂版）．平成 19年．福岡市 
33 田主丸のヒナモロコ－その生態と保護活動の記録－．平成 21年．ヒナモロコ里親会 

資料：福岡市環境配慮指針（改訂版）（平成 19 年．福岡市）
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増加, 14種

変化なし, 2種

減少, 11種

平成22年まで

に消失, 5種

平成8年まで

に消失, 10種

不明, 1種

増加, 26地点

変化なし, 8地点

減少, 22地点

平成22年まで
に消失, 28地点

平成8年まで
に消失, 17地点

不明, 3地点

イ. 植物 

過去に確認した絶滅危惧種 43 種について、2009～2010（平成 22～23）年に追跡

調査を実施している34。43 種のうち、1996（平成 8）年までに消失した種は 10 種、

2010（平成 22）年までに消失した種は 5 種、1996（平成 8）年度に比べて生育量

が減少した種は 11 種、増加した種は 14 種、変化なしは 2 種であった。調査地点

別の生育量（個体数または分布面積）は、調査地点 104 地点のうち、1996（平成 8）

年までに消失した地点は 17 地点、2010（平成 22）年までに消失した地点は 28 地

点、1996（平成 8）年度に比べて調査対象種の生育量が減少した地点は 22 地点、

増加した地点は 26 地点、変化なしは 8地点であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                  
34 平成 21 年度自然環境調査（昆虫類及び貴重植物）委託報告書．2010 年．福岡市環境局 

 平成 22 年度自然環境調査（鳥類,昆虫類及び貴重植物）委託報告書．2011 年．福岡市環境局 

リュウノヒゲモ 

出典：平成 22 年度自然環境調査（鳥類,昆虫類及び貴重植物）委託報告書（2011 年．福岡市環境局）

■絶滅危惧種（植物）の種別の生育量の変化 

■絶滅危惧種（植物）の調査地点別の生育量の変化 

ハンノキ，アベマキ 

サンショウソウ 

アキノミチヤナギ 

ヤマブキショウマ 

ハマボウ，オニコナスビ

ハマサジ，トウオオバコ

バイケイソウ 

マルバツユクサ 

サンカクイ 

アケボノシュスラン 

ウスギワニグチソウ 

カワラサイコ 

ウンゼンカンアオイ 

ゲンカイヤブマオ，イソホウキギ 

ナガミノツルキケマン，ウラギク，シバナ 

ツクシオオガヤツリ，ネビキグサ 

ゲンカイミミナグサ，バイカイカリソウ 

ツクシナルコ，ヒメハリイ 

トモエソウ 

イヌセンブリ 

ヒメカンガレイ 

ミゾコウジュ 

ヒロハテンナンショウ 

ジュンサイ 

オニバス 

オグラコウホネ 

センリョウ 

ハマビシ 

アソノコギリソウ 

ツクシクロイヌノヒゲ 

ヒメミクリ 

ツクシカンガレイ 

アキザキヤツシロラン 

出典：平成 22 年度自然環境調査（鳥類,昆虫類及び貴重植物）委託報告書（2011 年．福岡市環境局）
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ウ. 哺乳類・両生類・爬虫類 

近年の絶滅危惧種の確認状況としては、2007（平成 19）年度に、哺乳類 3 種、

爬虫類 2 種、両生類 5 種が確認されている。2000（平成 12）年度と比較すると、

アナグマとニホンアカガエルの確認地点数が増加しているほかは大きな変化はな

い35。これらの分類群は、近年は種の危うさに大きな変化はないものと考えられる。 

 

エ. 鳥類 

近年の絶滅危惧種の個体数の増減について、平成 17 年度自然環境調査（鳥類）

委託報告書（2006 年．福岡市環境局）のデータを基に整理した。絶滅危惧種のう

ち、個体数が増加しているものは 8種、減少しているものは 24 種となっている。 

■鳥類絶滅危惧種の個体数の増減傾向 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

オ. 魚類 

近年の絶滅危惧種の確認状況について、平成 18 年度自然環境調査（水生生物）

委託報告書（2007 年．福岡市環境局）のデータを基に整理した結果、確認された

絶滅危惧種の種数は、7河川中、5河川で減少している。 

■市内各河川における絶滅危惧種の確認種数の変化 

 

 

 

 

 

 

 

                                                  
35 平成 19 年度自然環境調査（ほ乳類・は虫類・両生類の生息状況）委託報告書．2008 年．福岡市環境

局 

資料：平成 17 年度自然環境調査（鳥類）委託報告書(2006 年．福岡市環境局)を基に作成 

資料：平成 18 年度自然環境調査（水生生物）委託報告書(2007 年．福岡市環境局)を基に作成

河川 平成5年 平成11年平成18年 増減 備考

多々良川 8 2 1 ↘ タナゴ類・オヤニラミ減少
御笠川 2 2 1 ↘
那珂川 9 8 5 ↘ タナゴ類減少
樋井川 2 2 1 ↘
金屑川 3 2 0 ↘
室見川 4 6 6 → ニッポンバラタナゴ減少
瑞梅寺川 1 2 1 →
↗：増加傾向
↘：減少傾向

→：変化なし

↗↗ ↗ ↘ ↘↘ → ＤＤ -

国指定天然記念物 0 0 0 0 2 0 3

国指定特別天然記念物 0 0 0 0 0 0 1
国内希少野生動植物種 0 0 0 0 3 0 4
国際希少野生動植物種 0 0 1 0 1 0 2
絶滅危惧ⅠA類 1 0 0 0 2 0 2
絶滅危惧ⅠB類 1 0 0 0 4 0 5
絶滅危惧Ⅱ類 0 1 3 1 8 0 8
準絶滅危惧 1 0 1 0 6 2 3
情報不足 0 0 0 1 2 0 7
絶滅危惧ⅠA類 1 0 0 0 1 0 4
絶滅危惧ⅠB類 0 0 0 1 6 0 0
絶滅危惧Ⅱ類 1 1 7 3 6 2 3
準絶滅危惧 1 0 5 0 12 0 5
情報不足 0 0 0 1 0 1 0
保全対策依存 0 0 0 0 1 0 0

6 2 17 7 54 5 47
↗↗:顕著に増加 ↘：減少傾向 →：変化なし

↗：増加傾向 ↘↘：顕著に減少 ＤＤ：現状不明

－：定期的な飛来の見られない種のため、評価できない

天然記念物

種の保存法

環境省レッド
リスト

福岡県レッド
リスト

合計

個体数の増減
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カ. 底生動物 

博多湾におけるカブトガニの生息状況は、近年も年々悪化しており、最近では、

今津干潟で確認される産卵つがい数は数つがいにとどまっている。また、博多湾

における捕獲個体数に関しても、1988（平成 10）年以降、急激に減少している。 

 

■今津干潟におけるカブトガニの産卵つがい数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■博多湾におけるカブトガニの捕獲数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 出典：平成 21 年度版福岡市の環境（2010 年．福岡市環境局） 

年　　　度 種　　　別 雄 雌 計
標識個体数 ５４５ ２５７ ８０２

再捕獲個体数 １７９ 　４８ ２２７

標識個体数 ４７４ ３１３ ７８７

再捕獲個体数 ４２８ １７８ ６０６

標識個体数 　６２ 　８０ １４２

再捕獲個体数 　１８ 　１４ 　３２

標識個体数 　４２ 　２３ 　６５

再捕獲個体数 　２７ 　１７ 　４４

標識個体数 　１５ 　１１ 　２６

再捕獲個体数 　　９ 　　３ 　１２

標識個体数 　１６ 　　８ 　２４

再捕獲個体数 　　９ 　　０ 　　９

標識個体数 　１０ 　１２ 　２２

再捕獲個体数 　　１ 　　２ 　　３

標識個体数 　２０ 　　５ 　２５

再捕獲個体数 　　８ 　　７ 　１５

標識個体数 　１２ 　　４ 　１６

再捕獲個体数 　　６ 　　２ 　　８

標識個体数 　２４ 　１４ 　３８

再捕獲個体数 　　５ 　　０ 　　５

標識個体数 　１９ 　　５ 　２４

再捕獲個体数 　１４ 　　５ 　１９

標識個体数 　２３ 　１６ 　３９

再捕獲個体数 　　７ 　　３ 　１０

標識個体数 　３２ 　　９ 　４１

再捕獲個体数 　　４ 　　１ 　　５

標識個体数 　９８ 　４１ １３９

再捕獲個体数 　２５ 　　７ 　３２
※標識個体：新たに捕獲し標識を貼付した個体。
　 再捕獲個体：捕獲時に既に標識が貼付されていた個体。２回以上再捕獲した個体を含む。

平　成　９　年　度

平　成 10　年　度

平　成 19　年　度

平　成 11　年　度

平　成 12　年　度

平　成 22　年　度

平　成 21　年　度

平　成 20　年　度

平　成 17　年　度

平　成 18　年　度

平　成 13　年　度

平　成 14　年　度

平　成 15　年　度

平　成 16　年　度

出典：平成 21 年度版福岡市の環境（2010 年．福岡市環境局） 




